
○静岡市土地利用事業の適正化に関する指導要綱 

平成15年４月１日 

告示第19号 

（目的） 

第１条 この告示は、土地利用事業の施行に関し必要な基準を定めることにより、その適正な

施行を誘導し、施行区域及びその周辺の地域における災害を防止するとともに、自然環境の

保全を図りつつ、良好な生活環境の確保に努め、もって市域の均衡ある発展に寄与すること

を目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）土地利用事業 住宅、工場、倉庫、研修・研究施設、教育施設、体育施設、遊戯施設、

保養施設、墓地等の建設の用に供する目的で行う一団の土地の区画形質の変更に関する事

業をいう。 

（２）施行区域 土地利用事業を行う土地の区域をいう。 

（３）事業者 土地利用事業に関する工事の請負契約の注文者又は請負契約によらないで自ら

その工事を施行する者をいう。 

（４）工事施行者 土地利用事業に関する工事の請負人をいう。 

（５）公共施設 道路、公園、下水道、緑地、広場、河川、運河、水路及び消防の用に供する

貯水施設をいう。 

（６）公益的施設 教育、医療、交通、購買、行政、集会、福祉、保安、文化、通信、サービ

ス及び管理の施設をいう。 

（令３告示172・一部改正） 

（適用の除外） 

第３条 この告示は、次の各号のいずれかに該当する土地利用事業については、適用しない。 

（１）施行区域の面積が2,000平方メートルに満たない土地利用事業 

（２）国又は地方公共団体が行う土地利用事業 

（３）都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という。）第５条第１項の規定により都

市計画区域と定められた区域外において法第４条第12項に規定する開発行為として行う土

地利用事業であって、施行区域の面積が１ヘクタール以上５ヘクタール未満のもの 

（４）法第７条第１項の規定により市街化調整区域と定められた区域内において法第４条第12

項に規定する開発行為として行う土地利用事業であって、施行区域の面積が５ヘクタール



未満のもの 

（５）法第７条第１項の規定により市街化区域と定められた区域内において法第４条第12項に

規定する開発行為として行う土地利用事業にあって、施行区域の面積が10ヘクタール未満

のもの 

（６）土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第２条第１項に規定する土地区画整理事業とし

て行う土地利用事業 

（７）国又は地方公共団体の助成を受けて行う農業、林業又は漁業に係る土地利用事業 

（８）国土利用計画法施行令（昭和49年政令第387号）第14条の規定による国又は地方公共団体

が出資している公社、公団等が行う土地利用事業 

（９）一定の使用後除去されることとなる仮設建築物の建設の用に供する目的で行う土地利用

事業 

（10）前各号に掲げるもののほか、市長が公益上必要があると認める土地利用事業 

（平17告示112・令３告示172・一部改正） 

（事業者の協力） 

第４条 事業者は、土地利用事業の施行に当たって、安全で良好な生活環境が適正に確保され

るよう自ら努めるとともに、市及び静岡県の土地利用計画、総合計画等との整合性を図るほ

か、市及び静岡県が実施する土地利用に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

（土地利用事業の計画の基準） 

第５条 事業者は、土地利用事業に関する計画を策定しようとするときは、別表に定める基準

に適合するようにしなければならない。 

（承認の申請） 

第６条 2,000平方メートル以上の一団の土地について土地利用事業を施行しようとする事業

者は、法令（国土利用計画法（昭和49年法律第92号）、温泉法（昭和23年法律第125号）、大規

模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）、文化財保護法（昭和25年法律第214号）及び静岡

県地下水の採取に関する条例（昭和52年静岡県条例第25号）を除く。）に基づく許可、認可等

の申請又は届出をする前に、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

２ 事業者は、前項の承認を受けようとするときは、実施計画承認申請書（様式第１号）を市

長に提出しなければならない。 

（平17告示112・一部改正） 

（事前協議） 

第７条 法第５条第１項の規定により都市計画区域と定められた区域外において2,000平方メ



ートル以上の土地利用事業を施行しようとする事業者は、第６条第１項の承認の申請をする

に当たって、あらかじめ当該土地利用事業に関する計画について市長と協議しなければなら

ない。 

２ 前項の協議を行おうとする事業者は、土地利用事前協議申請書（様式第２号）を市長に提

出しなければならない。 

（平17告示112・一部改正） 

（承認の基準及び条件） 

第８条 市長は、第６条第１項の承認の申請に係る土地利用事業に関する計画が別表に定める

基準に適合していると認めるときは、同項の承認をするものとする。 

２ 市長は、この告示の施行のため必要があると認めるときは、第６条第１項の承認に条件を

付することができる。 

（地位の承継） 

第９条 次に掲げる土地利用事業について事業者となる地位の承継をしようとするときは、譲

り受けようとする者及び譲り渡そうとする者は、あらかじめ、地位承継承認申請書（様式第

３号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１）第６条第１項の承認を受けた事業 

（２）第６条第２項の申請をした事業 

２ 前項各号に掲げる土地利用事業の事業者の相続人その他の一般承継人は、被承継人が有し

ていた地位を承継する。 

３ 前項の規定により被承継人が有していた地位を承継した者は、地位承継届（様式第４号）

を市長に提出しなければならない。 

（変更の承認） 

第10条 事業者は、土地利用事業の工事完了前において、施行区域の面積又は工事の設計内容

を変更しようとするときは、変更承認申請書（様式第５号）を市長に提出し、その承認を受

けなければならない。 

（届出） 

第11条 事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに当該各号に定める届出書

を市長に提出しなければならない。 

（１）氏名又は住所（法人にあっては、名称若しくは代表者の氏名又は所在地）を変更したと

き 氏名（名称、住所、代表者氏名）変更届出書（様式第６号） 

（２）工事施行者を変更したとき 工事施行者変更届出書（様式第７号） 



（３）防災工事に着手しようとするとき、又はその工事が完了したとき 防災工事着手（完了）

届出書（様式第８号） 

（４）防災工事以外の工事に着手しようとするとき、若しくはその工事が完了したとき、又は

工事を１月以上中止しようとするとき、若しくはその工事を再開しようとするとき 工事

着手（完了、中止、再開）届出書（様式第９号） 

（５）土地利用事業を廃止しようとするとき 事業廃止届出書（様式第10号） 

（関連公共施設の整備） 

第12条 土地利用事業の施行に関連して必要となる公共施設は、原則として事業者の負担にお

いてこれを整備しなければならない。 

２ 前項の規定により整備された公共施設は、原則として市に移管するものとし、当該施設の

管理及びこれに要する経費の負担については、市長と事業者との協議により定めるものとす

る。 

（協定の締結） 

第13条 市長は、この告示に基づく指導を適正に行うため、必要があると認めるときは、次に

掲げる事項について、事業者との間に協定を締結するものとする。 

（１）工事の施工方法又は防災工事の施工を確保するための措置 

（２）自然環境又は生活環境の保全等 

２ 市長は、前項各号に規定する事項及び土地利用事業に起因して発生する災害に対処するた

めの災害補償等に関する事項について、必要があると認めるときは、事業者との間に協定を

締結することができる。 

（調査） 

第14条 市長は、この告示の施行のため必要な限度において、土地利用事業に関する土地その

他の物件又は工事の状況を調査することについて、協力を求めることができる。 

２ 前項の調査は、次に掲げるときに行うものとする。 

（１）第６条第１項又は第10条の承認の申請があったとき。 

（２）防災工事施工中又はその工事が完了したとき。 

（３）防災工事以外の工事施工中又はその工事が完了したとき。 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めるとき。 

（報告、指導等） 

第15条 市長は、事業者又は工事施行者に対し、その施行する土地利用事業に関し、この告示

の施行のため必要な限度において、報告若しくは資料の提出を求め、又は必要な指導若しく



は助言をすることができる。 

２ 市長は、前項の規定による指導又は助言をした場合において、必要があると認めるときは、

その指導又は助言を受けた者に対し、その指導又は助言に基づいて講じた措置について報告

させるものとする。 

３ 前項の報告は、是正報告書（様式第11号）によって行うものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成15年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、合併前の静岡市都市計画区域外土地利用事業指導要綱（平成３年４

月１日施行）及び清水市土地利用事業の適正化に関する指導要綱（平成３年８月１日施行）

の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこの告示の相当規定によりなされたも

のとみなす。 

（蒲原町の編入に伴う経過措置） 

３ 蒲原町の編入の日の前日までに、編入前の蒲原町土地利用対策委員会運営要領（昭和48年

11月１日適用）の規定によりなされた手続その他の行為は、この告示の相当規定によりなさ

れたものとみなす。 

（平18告示124・追加） 

附 則（平成17年３月31日告示第112号） 

この告示は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月１日告示第124号） 

この告示は、平成18年３月31日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日告示第172号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年８月30日告示第557号） 

この告示は、令和３年９月１日から施行する。 

附 則（令和５年11月１日告示第627号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

別表（第５条、第８条関係） 

（令３告示172・全改、令５告示627・一部改正） 

１ 土地利用事業は、国土利用計画法第９条の規定により静岡県が定める土地利用基本計画



（以下「県計画」という。）及び市の土地利用に関連する計画の趣旨に沿って立地されるも

のであって、次に掲げる地域ごとの承認の基準に適合するものであること。 

（１）都市地域 

ア 市街化区域 

市街化としての適正な土地利用を図る土地利用事業以外の土地利用事業の施行は、

認めないものとする。 

イ 市街化調整区域 

都市計画法の定めがある場合を除き、土地利用事業の施行は、認めないものとする。 

（２）農業地域 

ア 農用地区域 

土地利用事業の施行は、原則として認めないものとする。 

（３）森林地域 

ア 保安林及び保安施設地区 

土地利用事業の施行は、原則として認めないものとする。 

イ 保安林及び保安施設地区以外の森林地域 

次に掲げる森林の区域内における土地利用事業の施行は、極力これらの森林の区域

外に指向させるものとする。 

（ア）地域森林計画において、樹根及び表土の保全に特に留意すべきものとして定めら

れている森林 

（イ）飲用水、かんがい用水等の水源として依存度の高い森林 

（ウ）地域森林計画において自然環境の保全及び形成並びに保健休養のため伐採方法を

特定する必要があるものとして定められている森林、生活環境の保全及び形成のた

め伐採方法を特定する必要があるものとして定められている森林又は特に保健保全

機能を高度に発揮させる必要があるものとして定められている森林 

（エ）地域森林計画において更新を確保するため伐採方法又は林産物の搬出方法を特定

する必要があるものとして定められている森林 

（オ）優良人工造林地又はこれに準ずる天然林 

（４）自然公園地域 

ア 特別保護地区 

土地利用事業の施行は、認めないものとする。 

イ 特別地域 



（ア）第１種特別地域 

土地利用事業の施行は、認めないものとする。ただし、公園事業、学術研究その

他公益上必要と認められるもの（風致景観に著しい支障がある場合を除く。）にあっ

ては、この限りでない。 

（イ）（ア）以外の特別地域 

土地利用事業の施行は、原則として認めないものとする。 

（５）（１）から（４）までに掲げる地域のうち、当該（１）から（４）までに定める地域以

外の地域 

県計画及び市の土地利用に関連する計画の趣旨に沿った土地利用事業以外の土地利

用事業の施行は、原則として認めないものとする。 

（６）（１）から（４）までに掲げる地域のいずれにも区分されない地域 

土地利用事業の施行は、原則として認めないものとする。 

２ 施行区域内には、次に掲げる地域を含まないこと。 

（１）農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）に基づく農用地区域 

（２）自然公園の特別保護地区及び第１種特別地域。ただし、公園事業、学術研究その他公

益上必要と認められるもの（風致景観に著しい支障がある場合を除く。）にあっては、こ

の限りでない。 

（３）文化財保護法、静岡県文化財保護条例（昭和36年静岡県条例第23号）及び静岡市文化

財保護条例（平成15年静岡市条例第281号）に基づく指定文化財の所在する地域。ただし、

風致景観に著しい影響を与えない事業、公益上必要な事業及び保存管理計画に沿って認

められる事業にあっては、この限りでない。 

（４）海岸法（昭和31年法律第101号）に基づく海岸保全区域。ただし、海岸保全上支障がな

いと認められる区域にあっては、この限りでない。 

３ 施行区域内には、原則として次に掲げる区域を含まないこと。 

（１）土地改良事業等の農業に対する公共投資の対象となった農地（採草放牧地を含む。以

下同じ。）、集団的に存在している農地及び農業生産力の高い農地 

（２）林道整備等の林業公共投資の受益地 

（３）県営林及び市有林 

（４）地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）に基づく地すべり防止区域 

（５）土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）に基づく土砂災害特別警戒区域 



（６）急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）に基づく急傾

斜地崩壊危険区域 

（７）建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく災害危険区域 

４ 施行区域内の民有地については、第６条第１項又は第10条の承認を受ける場合は、民有

地の面積の100パーセントの地権者の同意が得られていること（承認の申請時においては、

原則として100パーセント）。 

５ 第６条第１項の承認の申請に係る土地利用事業に関する工事は、原則として、同項の承

認後５年以内に完了するものであること。 

６ 土地利用事業に関する計画が、都市計画法第33条の規定による開発許可の基準及び宅地

造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第13条第１項又は第31条第１項の規定

による技術的基準に適合したものであること。 

７ １から６までに掲げるもののほか、関係法令を遵守したものであること。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第６条関係） 

（令３告示172・一部改正） 

様式第２号（第７条関係） 

（令３告示172・令３告示557・一部改正） 

様式第３号（第９条関係） 

（令３告示172・令３告示557・一部改正） 

様式第４号（第９条関係） 

（令３告示172・一部改正） 

様式第５号（第10条関係） 

（令３告示172・令３告示557・一部改正） 

様式第６号（第11条関係） 

（令３告示172・一部改正） 

様式第７号（第11条関係） 

（令３告示172・一部改正） 

様式第８号（第11条関係） 

（令３告示172・一部改正） 

様式第９号（第11条関係） 

（令３告示172・一部改正） 

様式第10号（第11条関係） 

（令３告示172・一部改正） 

様式第11号（第15条関係） 

（令３告示172・一部改正） 


